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⑴　新株予約権等の状況
① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況（2023年９月
30日現在）
該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として従業員等に交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

③ その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。

⑵　業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
①業務の適正を確保するための体制の概要
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務
の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

内部統制システムの基本方針

　当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり、当社の業務の適正を確保するための体制
（以下「内部統制」という。）を整備します。
１．監査等委員会の職務の執行のため必要なものとして法務省令で定める事項
（１）監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
・監査等委員会の職務の実効性を高めるため、常勤の監査等委員である取締役を置くものとします。
・内部監査担当者は、監査等委員会からの求めがあった場合は、監査等委員会の補助業務を行うものと
します。
（２）前号の取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する

事項
・監査等委員会がその職務を補助する従業員を置くことを求めた場合、代表取締役社長は、監査等委員
会の意見を尊重し、監査等委員会を補助する従業員を置くものとします。
・監査等委員会を補助する従業員の人事評価および人事考課については、常勤の監査等委員の同意を得
た上で決定されるものとし、当該従業員の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を
確保します。
（３）監査等委員会の第１号の取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
・監査等委員会を補助する従業員は、監査等委員会からの指示の実効性を確保するため、当該業務にお
いて取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの指揮命令は受けないよう、独立して業務を行う
ことを確保されるものとします。
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（４）当社及び当社子会社の役員（監査等委員である取締役を除く。）並びに使用人が監査等委員会に報
告をするための体制
・当社およびグループ会社の役員（監査等委員である取締役を除く。）および従業員は、次に定める事
項を監査等委員会に報告します。
①当社およびグループ会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項
②毎月の経営状況として重要な事項
③内部監査状況およびリスク管理に関する重要な事項
④法令・定款違反に関する事項
⑤「社員目安箱」（公益通報窓口）への通報状況およびその内容
⑥その他コンプライアンス上重要な事項
（５）前号の報告をした者が不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
・当社およびグループ会社においては、社内規程により、取締役および従業員が監査等委員会に報告を
行ったことを理由として不利な取り扱いを受けないものとなっております。また、当社およびグループ
会社は、共通の内部通報制度を設けており、内部通報制度運用規程に基づき、通報者の不利益取扱いの
禁止等、業務運営の公正性の確保に取り組みます。
（６）監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用

又は債務等の処理に係る方針に関する事項
・当社は、監査等委員である取締役がその職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限
る。）について生ずる費用を請求した場合、監査等委員である取締役の職務の執行に必要でないと認め
られたときを除き、当該費用を負担するものとします。
（７）監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・代表取締役社長は、監査等委員と定期的な会合を持ち、業務報告とは別に会社運営に関する意見の交
換など意思の疎通を図るものとします。
・監査等委員会は、独自に必要に応じて、弁護士、公認会計士その他の外部アドバイザーを活用し、監
査業務に関する助言を受ける機会を保障されるものとします。
２．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（１）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・当社は、文書管理規程に基づき、株主総会議事録、取締役会議事録、経営会議議事録および稟議書等
の取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下、「文書等」という。）に記録し、適切
に保存・管理します。
・取締役は、これらの文書等を、いつでも閲覧できるものとします。

（２）当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社およびグループ会社は、リスクマネジメント規程に従い、当社グループにおけるリスクの洗い出
しと軽減に取り組み、リスク管理体制を構築します。また、リスクが現実化した場合には、最小化する
ための措置を講じます。
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・当社の代表取締役社長が、当社グループのリスク管理について全社的に統括し、リスク別に責任部署
を定め、継続的に監視するものとします。
・内部監査グループは、当社グループのリスク管理の状況を定期的に監査し、その結果を当社取締役会
および監査等委員（会）に報告します。

（３）当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社およびグループ会社は、定時取締役会を毎月１回、必要に応じ臨時取締役会を随時開催し、迅速
に重要事項の意思決定を行える体制を整備します。また、取締役の職務の執行を監督する機関と位置付
け、業務の適正性を確保します。
・当社およびグループ会社の取締役会は、経営計画を達成するため、年度目標および予算を策定し、効
率的な経営資源の配分を行います。
・当社の取締役会を補完し、取締役の業務執行が機動的に行われるよう、常勤取締役および常勤の監査
等委員に、事業責任者を含めた経営会議を開催し、経営計画達成のための具体的な施策を立案・推進
し、目標達成状況と阻害要因を把握し、対応策を講じます。
・当社は、経営企画室および財務経理部を通じて、定期的にグループ会社の業績・経営状況についての
報告を受け、その進捗状況を把握します。
・当社およびグループ会社は、取締役および従業員の効率的な職務執行を可能とするための組織体制を
整備するとともに、ＩＴの整備および活用により、意思決定および職務執行が効率的に行えるよう体制
を整備していきます。
（４）当社の使用人並びに当社子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制
・当社グループは、行動指針を定め、法令および定款等の遵守が企業活動の基盤であることを認識し、
当社の代表取締役社長が経営理念および経営方針の精神を繰り返し周知させることによって、コンプラ
イアンス意識の醸成と維持および体制の確立に努めます。
・当社の代表取締役社長は、内部監査グループを直轄し、内部監査計画に沿ってコンプライアンスの状
況を監査するものとし、その結果を取締役会および監査等委員会へ報告するものとします。
・従業員がコンプライアンス上疑義ある行為等を知り得た場合に、所属長を介さず、法律違反の通報お
よびハラスメントの相談を行なえる通報・相談窓口（ホットライン）を設置しております。
（５）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・当社は、「経営理念・行動指針」を定め、当社およびグループ会社で共有しており、関係会社管理規
程やグループ会社の職務権限規程および稟議規程等に基づき、グループ会社の業務執行の重要事項は、
当社へすみやかに報告される体制となっております。

３．財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社およびグループ会社は財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告書
の有効かつ適切な提出に向け、内部統制システムの運用を行います。また、その仕組みが適正に機能する
ことを継続的に評価し、必要な是正を行うこととします。
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４．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
　当社およびグループ会社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは一切関
係を持たず、さらに反社会的勢力および団体からの要求を断固拒否し、これらと関係のある企業、団体、
個人とはいかなる取引も行なわないとする方針を堅持いたします。また、必要に応じて所轄警察署、顧問
弁護士などとも連携を取り、体制の強化を図っております。

②業務の適正を確保するための体制の運用状況
（ｉ）取締役及び使用人の職務執行の効率性、適法性に関する運用状況

取締役会および経営会議の開催
当社は、毎月取締役会を開催するほか必要に応じて臨時取締役会を開催し、重要な業務執行につ
いての審議をおこなっております。本事業年度は15回の取締役会を開催し、毎回社外取締役およ
び社外監査等委員が出席し、取締役の職務執行状況、経営状況をチェックしております。さら
に、原則月1回の常勤役員、執行役員等事業責任者が参加する経営会議が開催されており、事業
計画と業務実績の検討ならびに重要事項に関する諮問をおこなっております。また、各部門の業
務執行の状況報告、情報共有および対策検討など幅広く議論を重ねております。

（ⅱ）リスクマネジメントに関する運用状況
内部監査
当社は、代表取締役社長直轄の内部監査グループを設け、内部監査の結果やその是正状況を直接
報告する体制を取っております。これによりリスクが高い取引の発生防止や業務プロセスの効率
性改善をおこなっております。

（ⅲ）当社企業グループの管理に関する運用状況
関係会社の管理
当社は、関係会社管理規定に従い、経営企画室を主管部署として関係会社の経営成績、財政状態
について報告を受けております。また、当社取締役が関係会社の取締役を兼務しており、取締役
会等重要な業務執行に関与可能な体制を構築しております。

（ⅳ）監査等委員会監査の実効性確保に関する運用状況
監査等委員会の開催
監査等委員会は、監査が実効的に行われることを確保するため、毎月、取締役等からの業務の執
行状況についての報告を受けるほか、経営の基本方針、内部統制システムの機能状況等につい
て、代表取締役社長、内部監査部門および会計監査人と定期的に意見交換等を実施しておりま
す。また、監査等委員会は、内部監査部門の独立性・客観性を高めるため、年度監査計画、内部
監査部門の重要な異動について事前同意をおこなうとともに、内部監査機能の整備・運用状況に
ついてレビュー・評価をおこなうこととしております。
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( 2022年10月 1 日から
2023年 9 月30日まで )

（単位：千円）
株　　主　　資　　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合計

当連結会計年度期首残高 984,653 725,000 4,221,663 △626,270 5,305,047
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △156,920 △156,920
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 585,976 585,976
株主資本以外の項目の当連結会
計 年 度 変 動 額 （ 純 額 ）

当連結会計年度変動額合計 － － 429,056 － 429,056
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 984,653 725,000 4,650,719 △626,270 5,734,103

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
為替換算調整
勘 定

その他の包括
利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 26,796 22,537 49,333 768 5,355,148
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △156,920
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 585,976
株主資本以外の項目の当連結会
計 年 度 変 動 額 （ 純 額 ） 2,437 △5,354 △2,917 △768 △3,685

当連結会計年度変動額合計 2,437 △5,354 △2,917 △768 425,370
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 29,233 17,182 46,416 － 5,780,519 　

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数 10社
主要な連結子会社の名称 株式会社ストアフロント

株式会社TAG STUDIO
４MEEE株式会社
株式会社ユナイトプロジェクト
株式会社N１テクノロジーズ（旧株式会社電脳広告社）
PT.INTERSPACE INDONESIA
INTERSPACE(THAILAND)CO.,LTD.
INTERSPACE DIGITAL SINGAPORE PTE.LTD.
INTERSPACE DIGITAL MALAYSIA SDN.BHD.

(2) 持分法の適用に関する事項
持分法適用会社の数及び関連会社の名称

持分法適用の関連会社数 １社
持分法を適用する関連会社の名称 INTERSPACE VIETNAM CO.,LTD.

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、PT.INTERSPACE INDONESIA（12月31日）を除き、連結決算日と一致して
おります。なお、PT.INTERSPACE INDONESIAについては、連結決算日で本決算に準じた仮決算をおこ
なった計算書類を使用して連結決算をおこなっております。
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(4) 会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し
ております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により
有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最
近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物について
は定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　４～15年
器具備品　　　　　３～15年

ロ．無形固定資産
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（主として５年間）に基づく定額法
によっております。

③重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金
役員の賞与の支給に備えるため、会社が算定した当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上して
おります。なお、当連結会計年度に係る役員賞与は支給しないため、当連結会計年度末において役員
賞与引当金は計上しておりません。
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④収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容
及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
イ．インターネット広告事業

顧客との契約に基づく広告取次業務を主たる事業としており、広告主が期待する広告効果を提供で
きる広告媒体を継続して手配することが履行義務となるため、当該財又はサービスを一定の期間に
わたり充足される履行義務と捉え、履行義務を充足するにつれて収益を認識しております。
なお、顧客への財又はサービスの提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引につい
ては、顧客から受け取る対価の総額から他の当事者に支払う額を控除した純額で収益を認識してお
ります。

ロ．メディア運営事業
広告媒体となるメディアの提供を主たる事業としており、広告主が期待する広告効果を提供できる
メディアを継続して提供することが履行義務となるため、当該財又はサービスを一定の期間にわた
り充足される履行義務と捉え、履行義務を充足するにつれて収益を認識しております。

　上記の履行義務の充足に係る進捗度はアウトプット法を用いて成果数量もしくは配信数量等によって
見積もっております。取引価額は成果数量もしくは配信量等によって算定されるため、変動対価として
扱いますが、１か月の自動更新契約であることから、末日に確定した成果数量もしくは配信量等に基づ
いて算定しております。また、いずれも単一の履行義務として捉えているため取引価額の配分はありま
せん。

⑤のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、５年間の定額法により償却をおこなっております。

⑥重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収
益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非
支配株主持分に含めて計上しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年6月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用
指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針
を将来にわたって適用することといたしました。なお、これによる連結計算書類に与える影響はありま
せん。

３．会計上の見積りに関する注記
(1) のれんの評価

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
のれん　　　　128,961千円

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　認識したのれんを含む資産グループは、主として事業計画の達成状況をモニタリングすることによっ
て減損の兆候の有無の判断をおこなっております。のれんの減損の兆候を把握した場合、のれんを含む
資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合にはのれんを
含む資産グループについて減損損失の認識をおこなうこととしております。
　将来キャッシュ・フローは、事業計画を基礎として見積もっておりますが、当該計画は種々の指標の
仮定に基づいて作成されており、この仮定には不確実性が伴います。これらの見積りにおいて用いた仮
定が、経済環境の変動等により見直しが必要となった場合には、翌連結会計年度において、のれんの金
額に重要な影響を与える可能性があります。
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建物 76,150千円
器具備品 578,437千円

合計 654,587千円

(2) 繰延税金資産の回収可能性
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　繰延税金資産　　　　　　174,617千円
　なお、上記繰延税金資産は繰延税金負債と相殺後の金額を表示しております。

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、将来の課税所得に関する収益見通しを含めた様々な予測・仮定に基づいて繰延税金資
産を計上しております。繰延税金資産の回収可能性は、将来の税金負担額を軽減する効果を有するかどう
かで判断しております。当該判断は、収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性、タックス・
プランニングに基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性及び将来加算一時差異の十分性のいずれかを
満たしているかどうかにより判断しております。
　収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性を判断するにあたっては、一時差異等の解消見込
年度及び繰戻・繰越期間における課税所得を見積っております。
　課税所得は、事業計画の前提となった数値を基に、経営環境などの外部要因、当社グループ内で用いて
いる予算などの内部情報、過去実績などからの計画進捗状況等を考慮し見積っております。
　将来の課税所得に関する予測・仮定に基づいて、当社又は子会社が繰延税金資産の一部又は全部の回収
ができないと判断した場合、当社グループの繰延税金資産は減額され、当社グループの繰延税金資産及び
法人税等調整額の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額
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株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 6,967,200株 －株 －株 6,967,200株

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 690,369株 －株 －株 690,369株

決 議 株式の種類 配 当 金 の 総 額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2022年10月18日
取 締 役 会 普 通 株 式 156,920千円 25円 2022年９月30日 2022年12月26日

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年11月14日
取 締 役 会 普 通 株 式 利益剰余金 156,920千円 25円 2023年９月30日 2023年12月25日

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

(3) 剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額等

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
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６．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については主に流動性が高く安全性の高い金融資産でおこない、資金調達に
ついては主に銀行借入及び社債発行による方針であります。
　デリバティブ、投機的な取引はおこなっておりません。

②金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクにさらされております。また、海外で事業をおこなうに
あたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクにさらされております。
　投資有価証券は、主に株式または投資事業組合への出資であり市場価格の変動リスク、為替の変動リス
クにさらされております。また、非上場株式においては当該企業の財政状態の悪化に伴う減損のリスクに
さらされております。
　営業債務である買掛金は流動性リスクにさらされております。

③金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、取引先ごとに与信管理を徹底し、期日管理及び残高管理をおこなうとともに主な取引先の信
用状況を適宜把握する体制をとっております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券は、定期的に発行企業の財政状態等を把握し、また発行企業との関係を勘案して保有状
況を継続的に見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
資金調達に係る流動性リスクについては、資金繰・設備投資計画に基づく支払管理をおこなっている
ほか、手元流動性の維持などによりリスクを管理しております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。
　当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、
当該価額が変動することもあります。
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（単位：千円）
連結貸借対照表

計上額 時価 差額

投資有価証券
その他有価証券 49,369 49,369 －

（単位：千円）
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 77,817

子会社株式及び
関係会社出資金 293,344

（単位：千円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 5,630,836 － － －

売掛金 3,502,862 － － －

計 9,133,698 － － －

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2023年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

（＊1）「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払法人税等」については、現金であること、及び短
期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（＊2）連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については記載
を省略しております。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は175,183千円であります。

（＊3）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表
計上額は以下のとおりであります。

（注）金銭債権の連結決算日後の償還予定額
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（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券
投資信託 － 49,369 － 49,369

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
　該当事項はありません。

(注)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリ
スクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額を時価として、レベル２の時価に分
類しております。
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（単位：千円）

報告セグメント
調整額（注） 合計インターネッ

ト広告 メディア運営 計

成果報酬型広告 3,104,405 － 3,104,405 － 3,104,405
成果報酬型広告（店舗型） 1,501,847 － 1,501,847 － 1,501,847
コンテンツメディア － 1,350,165 1,350,165 － 1,350,165
比較メディア － 349,207 349,207 － 349,207
調整額（注） － － － 979,094 979,094
顧客との契約から生じる収益 4,606,252 1,699,373 6,305,626 979,094 7,284,721
その他の収益 － － － － －
外部顧客への売上高 4,606,252 1,699,373 6,305,626 979,094 7,284,721

７．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（注）外部顧客への売上高の調整額は、報告セグメントにおいて代理人として処理した取引のうち、他の当
事者がセグメント間に存在するため、連結損益計算書上は本人として処理される取引であります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「(４) 会計方針に関する事項　
④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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当連結会計年度（千円）
顧客との契約から生じた債権(期首残高) 3,716,879

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 3,502,862

契約資産(期首残高) 1,525

契約資産(期末残高) 2,888

契約負債(期首残高) 6,763

契約負債(期末残高) 9,315

１株当たり純資産額 920円93銭
１株当たり当期純利益 93円36銭

(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結
会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額
及び時期に関する情報

①契約資産及び契約負債の残高等

　契約資産は、主としてメディア運営事業における期間保証型広告において履行義務を充足した期間に
対応するものであります。契約資産は、顧客との契約に基づく期間が経過し、対価に対する当社及び連
結子会社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えます。
　契約負債は、主にインターネット広告事業におけるサイト分析ツール提供サービス事業に関連して顧
客から受領する前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、6,343千
円であります。また、当連結会計年度における契約資産および契約負債に重要な変動はありません。
　過去の期間に充足(又は部分的に充足)した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益（主に、取
引価格の変動）に重要性はありません。

②残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、当初に予想される契約期間が１年以内の契約であるため、残存履行義務に配分し
た取引価額の記載を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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場所 用途 種類
４ＭＥＥＥ株式会社（東京都新宿区） 事業用資産 ソフトウエア

10．その他の注記
（減損損失に関する注記）

　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　当社グループは、原則として事業セグメントを基準としてグルーピングをおこなっており、事業の廃止が
決定された資産、遊休資産等については個別資産ごとにグルーピングをおこなっております。
　当連結会計年度において、メディア運営セグメントに属する４ＭＥＥＥ株式会社において収益性の低下に
より投資額の回収が見込めないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額2,485千円を減損損失
として特別損失に計上しました。その内訳は、ソフトウエア2,485千円であります。
　なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フロー
が見込めないため、零としております。

（企業結合に関する注記）
取得による企業結合

(1) 企業結合の概要
①吸収分割会社の名称及び取得した事業の概要

　吸収分割会社の名称　　　　　株式会社tact
　取得する事業の内容　　　　　ヒートマップ分析ツール「賢瓦」の提供

②企業結合をおこなった主な理由
　当社グループはインターネット広告事業の「生産性向上と新規プロダクトの開発」を重要な成
長戦略の一つと位置付けております。本吸収分割は、当社のアフィリエイトサービス
「ACCESSTRADE」の提携アフィリエイトパートナーへの提供ツールとしてシナジーが期待で
きるなど、インターネット広告事業における新規プロダクトの提供と、当社グループの中長期的
な成長、企業価値向上を図ることを目的としたものです。

③企業結合日
　2023年４月３日

④企業結合の法的形式
　株式会社tactを吸収分割会社とし、株式会社Ｎ１テクノロジーズを吸収分割承継会社とする吸
収分割

⑤結合後企業の名称
　株式会社Ｎ１テクノロジーズ

⑥取得企業を決定するに至った根拠
　株式会社Ｎ１テクノロジーズが現金を対価として当該事業を取得したことによります。
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取得の対価　　　現金 150,000千円
取得原価 150,000千円

流動資産   7,373千円
固定資産   6,709千円
資産合計  14,082千円
流動負債   7,373千円
負債合計   7,373千円

(2) 連結計算書類に含まれる取得した事業の業績の期間
2023年４月３日から2023年９月30日まで

(3) 取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

(4) 主要な取得関連費用の内訳及び金額
　　仲介手数料　　　　　　　　11,300千円

(5) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

(6) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①発生したのれんの金額

　143,290千円
②発生原因

　今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものです。
③償却方法及び償却期間

　５年間にわたる均等償却

(7) 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書
に及ぼす影響の概算額及びその算定方法
　　当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。
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( 2022年10月 1 日から
2023年 9 月30日まで )

（単位：千円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計
そ の 他 利 益
剰 余 金 利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 984,653 725,000 725,000 3,758,853 3,758,853
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △156,920 △156,920
当 期 純 利 益 421,059 421,059
株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － 264,138 264,138
当 期 末 残 高 984,653 725,000 725,000 4,022,992 4,022,992

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計自己株式 株主資本合計 その他有価証

券評価差額金
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △626,270 4,842,236 26,796 26,796 768 4,869,801
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △156,920 △156,920
当 期 純 利 益 421,059 421,059
株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額
( 純 額 )

2,437 2,437 △768 1,669

当 期 変 動 額 合 計 － 264,138 2,437 2,437 △768 265,808
当 期 末 残 高 △626,270 5,106,375 29,233 29,233 － 5,135,609

株主資本等変動計算書
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
①有価証券

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し
ております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により
有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最
近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

②棚卸資産
製品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）を採用
しております。

仕掛品
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）を採用し
ております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産

定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物については定
額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　８～15年
器具備品　　　　　４～15年

②無形固定資産
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（主として５年間）に基づく定額法に
よっております。
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(3) 引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

③役員賞与引当金
役員の賞与の支給に備えるため、会社が算定した当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しておりま
す。なお、当事業年度に係る役員賞与は支給しないため、当事業年末において役員賞与引当金は計上し
ておりません。

(4) 収益及び費用の計上基準
　当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義
務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
①インターネット広告事業

顧客との契約に基づく広告取次業務を主たる事業としており、広告主が期待する広告効果を提供でき
る広告媒体を継続して手配することが履行義務となるため、当該財又はサービスを一定の期間にわた
り充足される履行義務と捉え、履行義務を充足するにつれて収益を認識しております。
なお、顧客への財又はサービスの提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引について
は、顧客から受け取る対価の総額から他の当事者に支払う額を控除した純額で収益を認識しておりま
す。

②メディア運営事業
広告媒体となるメディアの提供を主たる事業としており、広告主が期待する広告効果を提供できるメ
ディアを継続して提供することが履行義務となるため、当該財又はサービスを一定の期間にわたり充
足される履行義務と捉え、履行義務を充足するにつれて収益を認識しております。

　上記の履行義務の充足に係る進捗度はアウトプット法を用いて成果数量もしくは配信数量等によって
見積もっております。取引価額は成果数量もしくは配信量等によって算定されるため、変動対価として
扱いますが、１か月の自動更新契約であることから、末日に確定した成果数量もしくは配信量等に基づ
いて算定しております。また、いずれも単一の履行義務として捉えているため取引価額の配分はありま
せん。

(5) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。
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２．会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第
27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来に
わたって適用することといたしました。なお、これによる計算書類に与える影響はありません。

3．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）

　前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取手数料」は、金額的重要性
が増したため、当事業年度より、区分掲記しました。
　なお、前事業年度の「受取手数料」は4,411千円であります。

４．会計上の見積りに関する注記
(1)（関係会社株式の評価）

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
関係会社株式　　　　　　382,728千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　市場価格のない関係会社株式の減損処理の要否は、取得価額と実質価額を比較することにより判定され
ており、実質価額が著しく低下した場合には、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除い
て減損処理をおこなっております。
　市場価格のない関係会社株式の実質価額については、関係会社の事業計画を基礎として算定しておりま
すが、当該計画は種々の指標の仮定に基づいて作成されており、この仮定には不確実性が伴います。これ
らの見積りにおいて用いた仮定が、経済環境の変動等により見直しが必要となった場合には、翌事業年度
において関係会社株式の金額に重要な影響を与える可能性があります。

(2)（繰延税金資産の回収可能性）
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　　　　　169,820千円
なお、上記繰延税金資産は繰延税金負債と相殺後の金額を表示しております。
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建物 71,586千円
器具備品 570,527千円

合計 642,113千円

短期金銭債権
短期金銭債務

148,112千円
93,700千円

売上高
売上原価
販売費及び一般管理費

845千円
118,171千円
499,710千円

営業取引以外の取引による取引高の総額 14,381千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、将来の課税所得に関する収益見通しを含めた様々な予測・仮定に基づいて繰延税金資産を計
上しております。繰延税金資産の回収可能性は、将来の税金負担額を軽減する効果を有するかどうかで
判断しております。当該判断は、収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性、タックス・プ
ランニングに基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性及び将来加算一時差異の十分性のいずれかを
満たしているかどうかにより判断しております。
　収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性を判断するにあたっては、一時差異等の解消見
込年度及び繰戻・繰越期間における課税所得を見積っております。
　課税所得は、事業計画の前提となった数値を基に、経営環境などの外部要因、当社内で用いている予
算などの内部情報、過去実績などからの計画進捗状況等を考慮し見積っております。
　将来の課税所得に関する予測・仮定に基づいて、当社が繰延税金資産の一部又は全部の回収ができな
いと判断した場合、当社の繰延税金資産は減額され、当社の繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に
重要な影響を及ぼす可能性があります。

５．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額

(2) 関係会社に対する金銭債権債務

６．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
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株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 690,369株 －株 －株 690,369株

繰延税金資産
売掛金 6,962千円
貸倒引当金 145,907千円
減価償却超過額 109,138千円
投資有価証券 13,416千円
関係会社株式 195,759千円
関係会社出資金 4,415千円
保証金 13,421千円
未払事業税 5,535千円
賞与引当金 51,014千円
その他 9,929千円
繰延税金資産小計 555,496千円
評価性引当額 △372,774千円

繰延税金資産合計 182,722千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △12,901千円
繰延税金負債合計 △12,901千円
繰延税金資産の純額 169,820千円

７．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類 名称
議決権の
所有割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社
INTERSPACE
(THAILAND)
CO.,LTD.

所有
直接49％

資金の貸付
役員の兼任等

資金の貸付
(注)１ －

関係会社
長期貸付金

(注)２
265,850

子会社 株式会社ストア
フロント

所有
直接100％

資金の貸付
役員の兼任等

資金の回収
(注)１ 100,000 関係会社

短期貸付金 －

子会社 株式会社ユナイ
トプロジェクト

所有
直接100％

資金の貸付
役員の兼任等

資金の貸付
(注)１ －

関係会社
長期貸付金

(注)２
100,000

子会社 株式会社N1
テクノロジーズ

所有
直接100％ 資金の貸付 資金の貸付

(注)１ 100,000 関係会社
長期貸付金 100,000

１株当たり純資産額 818円19銭
１株当たり当期純利益 67円08銭

     

９．関連当事者との取引に関する注記

（注）１. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
２. 関係会社長期貸付金に対し365,850千円の貸倒引当金を計上しております。また、当事業年度におい

て68,722千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

10．収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　７.収益認識に関する注
記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

11．１株当たり情報に関する注記

12．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

※ 連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表ならびに貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 25 －


